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金解禁と緊縮財政第 l章恐幌からの脱出と大蔵省第 5期

金解禁と緊縮財政第 1章

第 1節留金解禁論議と大蔵省の態度

れはじめてはいたが，好景気はなお続いていた。しか大正6年9月，大蔵省令第28号により金の輸出が事

もアメリカの金解禁に伴う日本への金の流入は多額に実上禁止されて，わが国は金本位制を停止することに

上り，為替相場も52ドルないし50ドルの高値を示してなったが，第1次大戦も終了して世界各国がしだいに

いた。当時の日本は4億6，ωo万円の正貨準備を保有金本位制に復帰する意見を示しはじめると，わが国で

し， 13億円の在外正貨を蓄積していた。それゆえ，当も金解禁問題すなわちいっ金本位制に復帰するかとい

時の日本銀行総裁井上準之助は「経済上の立場からいう問題は最大の関心事となった。この問題は大戦後の

えば当然金の輸出解禁をなすべきものJl)と判断して日本経済にとって最も影響の大きい事柄であったから，

朝野をあげて幾度か多くの議論が交された。歴代の大 し、た。

ところが，政府は大戦直後の極東情勢を深刻に考え蔵大臣にとっては，金解禁問題の取扱いは財政経済政
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あった。その主張は当然大蔵省への強い要求となってはすべての国の経済を震憾させたが，これにより各国

あらわれるo 大蔵省は高橋蔵相の下で，満州経営にもが金本位制を維持することは，もはや困難な状態にな

乗り出し，軍事費も増額する積極政策を採っていたが，ったo 昭和6年9月21日の英国の金本位制離脱は，世

積極政策を景気回復の一手段と考えていたので，その界経済の基調が変わる出発点であった。井上蔵相の金

政策目標を越える方針をとることを好まなかった。ま解禁政策もこれによって重大な打撃を受けた。井上蔵

た対外経済政策でも高橋蔵相は米英諸国と協調する方相の政策は，わが国経済を恐慌から脱出させることが

針をとっていたので，満州、|における軍事行動の拡大をできなかったのである。

望まなかった。このような大蔵省の政策は軍部の激しその後を受けて，この困難な局面を引き受けたのは

い攻撃の的となった。 8年10月，斉藤内閣は国防，外高橋是清蔵相であった。高橋蔵相は直ちに金本位制を

交，財政を調整するため 5相会議を開催したが，その停止した上で，軍事費と時局匡救のための財政支出を

席上高橋蔵相は熱心に財政上の立場を軍部に説得したO赤字公債で賄うとし、う積極政策によって景気回復を図

しかしこの会議も不調に終り，この後も軍部の発言力り，同時に低為替政策によって輸出の振興を目指した。

はますます増大していった。つまり大まかにし、えば，井上蔵相の政策がデフレ政策

昭和9年の後半に入ると，経済情勢は次第に変調をによる景気回復策であった。高橋蔵相の政策ははじめ

来たし，高橋蔵相の積極政策の前途も楽観を許さないのうちは一応の成果をあげて，わが国は各国に先がけ

状況となった。 7年以来順調に伸びていた輸出も，各て恐慌からの立ち直りをみせた。世界中の貿易がまだ

国の日本品排斥運動に直面して伸び悩みとなった。そ沈滞しているときに，わが国の貿易だけは対外為替の

のため，大蔵省は財政の膨脹に対する警戒的態度を強日本商品は世界低落を積梓として着々と回復を示し，

めるようになった。 9年7月から高橋蔵相の後を受け市場に浸透した。

ていた。アメリカは大戦中における日本の中国進出を策の基調をなすものであったので，解禁論議が起こるた藤井蔵相は，歳計収支の均衡回復を重視して増税にしかし，この間，満州における軍部の行動は次第に

阻止するため，大正7年には日・米・英・仏四国の対たびに大蔵部内で、この問題が検討され，当局者として

華新借款団の設立を提案して対華投資に積極的に審加の見解を表明してきた。以下，この問題についての歴

ヴaルサイユ会議では中国の門戸開する態度を示し，代大臣の示してきた見解を中心にして金解禁に至る経

日本に中関の保全と独立を尊重するこ放を主張して，緯をたどることにする。

とを強く要求していた。特にアメリカ圏内には日本の

手をつけたが，藤井蔵相の亡き後再び登場した高橋蔵拡大されていった。昭和7年3月1日，関東軍の武力

相も公債政策の行詰りを懸念して，公債漸減方針をとを背景として満州閣が独立を宣言し，日本の指導の下

るに至った。に立つようになってからはわが国の国際的立場は一層

この間，軍部の要求はさらにますます強くなってい不利なものとなった。米国は満州の新事態を承認せず

また対った。 1935--36年以降の無条約時代に備えて，とするスチムソ y ・ドクトリシを発表し，国際連盟も

満州における特殊権益を認めないとする世論も強かっ

たo このことは日本の対外経済政策にとって重大な問

題であり，アメリカが強硬な態度をとれば，中国をめ

金輸出禁止後，わが園において最初に金解禁が問題

となったのは，大正8年アメリカが金輸出禁止を解い

ぐる日米の対立は激化せざるをえないと考えられていたときであった。当時それはあまり世間の問題とはな

たo それゆえ，もし事が起れば外国においてある金はらなかったが，大蔵省・日銀等当局者の聞では相当の

役にたたぬから，圏内にある正貨は使えなくなると考

えられ，圏内正貨の確保が重視された。このような政日本はアメリカの金輸出禁止にならって禁止を実施

治的見地から金解禁に反対の態度をとったのは高橋是

清蔵相であり，彼はこの機会に解禁を許さなかった。高

したのであるから，そのアメリカが解禁するという事

態に当面して，日本はこれにいかに対処すべきかとい

橋蔵相はのちの追憶談でこの時の考え方を「日本がたうことは当局者にとっては当然大きな関心事であった

のであるo当時の日本の経済状態は，大戦時の輸出伸 とえ列国と借款団を組織するにしても，その借款国を

リードする立場に立たねば駄目だo こう考えて私はど

5 

長のいきおいは衰え，輸入超過の形勢がようやく現わ

高橋蔵相時代
ソ戦略の完成を目指して軍備の大拡充計画は，それま日本軍の満州撤退勧告案を採択した。そのためわが国

でにもまして一層激しい予算要求となって現われた。は遂に国際連盟を脱退するとし、う事態にまで立ち到る

11年度予算は大蔵省が財政の生命線を間守して，最ものである。

激しく軍部と対立して予算であった。軍部にとってそ満州事変はまた圏内における軍部の政治的発言力を

の軍備拡充計画の前に立ち塞がる大きな障害は大蔵省増大させることになった。昭和6年には 3月事件，10月

問題となった。の予算編成権限であり，健全財政に帰ろうとする高橋事件などに見られる軍部内閣樹立のクーデタ{が企図

蔵相であった。されたが， 7年5月15日には陸海軍将校らが犬養首相

昭和11年2月26日，雪に覆われた帝都に2.26事件がを射殺するという5.15事件が起こった。この事件によ

勃発し，高橋蔵相は兇弾に舞れ，ここにわが国の政治，って大正年代から続いた政党内閣は終りを告げ，非常

経済，社会の体制は大きく変転していくこととなるの時的様相はいよいよ濃厚になった。この事件以後軍部

である。

4 

は政府内においてその発言力を強めていったのである。

軍部の主張は第一に寧備拡充のための軍事費の増額で
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討する余裕をもたなかった。震災の最中に成立した山「金の輸出禁止は，元来戦時に採用せられたる変

本権兵衛内閣では，金解禁に積極的態度をとってきた態的の措置なるを以て，成るべく速に之を解除して

井上準之助が蔵相となったが，復興輸入の激増により経済の常道に復せしむべきは論を倹たざる所なるも，

49ドル政策は維持で‘きなくなり金解禁を行なえる情勢今日を以て解禁を為すに適当なる時期となすや否や

ではなかった。この内閣が4カ月にして退陣したのち，に就ては慎重の考慮を要するものあり。惟ふに，世

しカ、し清滞内閣が成立し，勝国主計が蔵相となった。界の経済状態は，今尚安定を欠き多数諸国の金に対

さらに輸入超過は大きくなり，対米為替相場は下落しする政策も未だ確定せず，金の国際的移動も亦未だ

た。そこで勝国蔵相時代の施策の中心』まもっぱら為替一般に自由に復するに至らざるのみならず，我国経

相場の維持であった。すなわち復興資材の輸入資金を済界の現状も尚十分の安定を告ぐるに歪らざるを以

供与するために在外正貨の払下げをなし，外債を募集て，解禁の結果我経済界の受くべき不利なる影響は

してこれを補充するとともに，一部を為替相場維持に敢て軽徴ならざるべしと認む。のて政府は，今日輸

用いたo それは金本位制停止のもとで.為替の維持に出禁止を解除するを適当ならずと思惟するも，内外

努めるとしづ方針であったから，勝目蔵相も為替維持の経済状態尚少しく安定し，解禁の為め我財界に急

策を金解禁と関係づけて考えてはし、なかったし，大蔵激なる変動の生ずる虞なしと認めらるる時期到来せ

部内でもこの時期には金解禁に対してなんら具体的施ば速に之が実行を期せんとす。J

策を準備する体制にはなかった。この声明は尚早論ではあったが，為替相場が法定平

こうして解禁への見通しがつかないままに井上・勝価に近づき，相場が安定する見込みがついたときには

田両蔵相時代は経過し，大正13年6月，護憲三派内閣金解禁を実行するというものであった。ところがその

が加藤高明首相のもとに組織され，浜口蔵相時代には後対米為替相場はしだいに上昇し，大正11年の貿易も
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にはすでに対中国 4国借款団が事実上成立し，高橋蔵うしてもこの際 5億や 6億の金は内地に備えて置かね

相が最も憂慮していた極東の危機もかなり薄らいだとばならぬと d思った。海外に置いてある正貨は，一度事

判断されていた。事務当局はこの特命調査について大

臣に報告書を提出し，その結論として「アメリカはす

があれば全く当にはならぬ。だから内地に保有する金

は極力殖やすことに努めて，出てゆくことを制すベし

でに金本位制に復帰した。わが国も経済が安定し国際というので，米国が金の輸出を解禁した時にも，又そ

収支の見通しが立ち次第，速かに金の輸出禁止を解禁の後金が続々と我国に入って来た時にも我国の金解禁

すべきである」と述べている。4) これは高橋蔵相が事態は断行する気がなかった。J2)と述べているO

の推移をみて，新たな心の準備をするため，大蔵部内

• で検討させたものであるが，それ以来国庫課ではこの

このときは政府部内でも首脳クラスの間で意見が交

されただけであり，大蔵省でも大臣が確固たる非解禁

問題を担当する事務官が置かれ，事務レベノレで、も解禁の方針を堅持していたので，行政段階で解禁政策が検

問題が検討されはじめた。討されることはなかったO

市来蔵相時代
日本経済は空前の戦後反次いで大正 9年になると，

2 
動恐慌に見舞われた。貿易はすでに大正8年から輸入

大正11年6月，加藤友三郎内閣の出現に伴い，高橋兼
超過に転じ，その後恐慌は入超に拍車をかけた。その

任蔵相が市来乙彦に代わったが，このころには金解禁
ため，大正9年末以来為替相場は48ドル前後に下がっ

問題は世上で一段とやかましく論じられるに至った。
た。金の輸出現送J点は49ドル以上であったから，このよ

金輸出禁止は通貨の収縮を阻止し，物価騰貴の要因と
うな相場が長く続いたのは金輸出禁止の結果であり，

して存続したが，反動恐'慌が政府の救済策によりおき
このときから輸出禁止がわが国の経済に現実的影響を

まると，大正10年春以来物価は再び上昇し，物価騰貴
しかし，貿易が入超に転じたに及ぼしたわけである。

いるo すでに大震災以来引き続く貿易の逆調，国内物前年に比べやや好転した。翌12年には為替相場は4月が現実化した。そして物価調節をめぐって世論が沸騰
もかかわらず，なお貿易外収入もあり，戦時中に蓄積

価の暴騰によって通貨の価値は下落し，それは対米為6月ころまで維持されになって 49ドルにまで達し，するとともに，その調節策のーっとして，金解禁論がアメリカの解禁後巨額された在外正貨の還流も多く，

替相場に反映した。勝国蔵相時代の47ドノ"半維持策もた。先の大蔵省声明が示す方針からみて，貿易事情も頭を持ち上げてきたので、ある。こうしたなかで，加藤の金が続々流入してきた。金の流入高は大正8年3

大正13年3月には放棄されざるをえなくなり，相場の好転し為替相場の回復をみたこの時期をねらって，内閣も物価問題には積極的態度をとり， 11年8月には9年4億0，400万円， 10年1億3，800万億 2，700万円，

落潮が進みつつあった。浜口蔵相就任当時一時的に持
政府がし、よいよ解禁を断行するのではないかとの見方19項目からなる物価調節策を発表した。しかし，円で， 10年末には内外あわせてわが正貨は総額21億 この

ち直した相場も短期間のうちに再び下洛しはじめ， 10が一般に広がり，一部の新聞には政府が 6月上旬に解中では金解禁政策が全くふれられていなかったので，そして物価の下落

にもかかわらず，銀行券の流通は収縮しなかった。こ

8，300万円と空前の巨額に達したo

月にはついに38ドル半の安値に陥ったo こうした為替こう禁断行を内定したとの観測記事も掲載された。5)またこ財界では根本手段として金解禁を主張する者，

の暴落は，おのずから世上の注意を喚起するに歪り，してこの時期が解禁断行のチャンスとみられていたが，ここに金解禁れを非とするものの聞に論議が突きれ，うして「豊富の正貨を保有するにかかわらず，為替相

13年9月ころから為替の暴落に対する方策として三度市来蔵相は，貿易事情は，思ったほど好転しないと判断

金解禁問題が論議されるようになったoそしてこの時
して，ついに解禁を決意するに至らなかった。

の金解禁論議は，大正11年当時と比べて一段と活発でそして貿易事情も好転しないうちに，加藤首相の急

また議会でも盛あり，財界をはじめ評論家の間でも，逝にあい内閣は総辞職し，その後9月には関東大震災

んに論議され，各種の意見が表明された。が起こったので，解禁問題は一時立消えになった。

浜口蔵相もこの問題に強い関心をもち，担当事務官

に対して幾度か解禁問題についての意見を徴し，問題

浜口蔵相時代3 

点を抱握していたo しかし，当面の政策には彼はきわ大震災はわが国の経済力を破壊し，経済状態を一変

めて慎重な態度をとった。為替暴落の際に金解禁を行させたo震災後しばらくの聞は，政府は震災善後処理，

問題は第 1次大戦後の財界ではじめて論議の中心問題場が逆調を呈しているのは，金輸出禁止の結果にほか

となった。そこで大蔵省はこれについての態度を明らならぬとして，大正10年夏ごろから解禁問題が唱えら

かにするため，市来蔵相が11年9月7日， 8日の両日にれはじめた。Jrまた正貨の保有高が多きにすぎ、るから

わたり，東西の有力財界人を招き懇談会を開いたo こ解禁によってこれを減少するほうがむしろよろしいと

の懇談会は非公式のもので，内容は発表きれなかった金解禁を行なうのが考えた人」も現われたとし、ぅ。3)

が，多くの人々の意見は解禁尚早論であったようであ常道だとする論議がようやく世上に現われはじめたの

るoその後9月16日に大蔵省はこの時の財界人多数のであった。

意見をいれて，次の戸明書を発表した。これは大蔵省このころ大蔵省では，高橋蔵相も，大蔵省事務当局に

が金解蕪問題に対する態度を公にした最初のものであ対して極秘のうちに，金輸出禁止を解禁する必要があ

なって一挙に急激な為替の高騰を招くときは，圏内物震災復興等当面緊急な施策に忙殺されて，金解禁を検っfこ。るかどうかについて調査研究を命じていたo この時期
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金解禁と緊縮財政第 1尊E

とを排し，自然に経済の回復成長を待つというのが高あったが，結局片岡蔵相時代には日本銀行保有の正貨

橋蔵相の考え方の基調であった。現送は行なわれなかった。

恐境対策の一段落するとともに，高橋蔵相は辞任し，片岡蔵相はまた「過去10年金本位制の軌道を逸脱せ

三土忠造がこれに代わった。三土蔵相は高橋蔵相の方る我財界を正常に復せしむる根本的意味をもっ」基礎

針をそのまま引き継ぎ，金解禁についても慎重な態度工作は「金融制度の改善および金融機能の整調」にあ

をとった。当時大臣の秘書官で‘あった育木一男は，三土ると考えていた。前述の金融当局首脳の見解について

蔵相の考えについて次のように述べている。「できるこも，正貨現送論は技術論であり，銀行の整理の必要は

となら早く解禁して日本経済を常道に庚したいという蔵相のこうした構想の根本論であると述べている。8)

考えは初めから持っておられたけれども，同時に解禁もとで，金融制度の改善が焦眉の急を要する問題とし

の影響を考えて，万一失敗したならば大変なことになて取り上げられることになったo すなわち，大蔵省内

るから十分の準備工作が必要であることも心得ておらには浜口蔵相時代に大蔵次官を会長とする金融制度調

れた。三土さんがこの問題の本質を十分理解しつつも，査準備委員会が設けられ，行政段階で金融制度の整備-

その実現に向かつて積極的な足跡を残さなかったー改善について準備調査が行なわれていたのであるが，

番おもな理由は，政友会内閣を緊縮政策に転換させるこれが片岡蔵相のもとで大臣を会長とする金融制度調

ことの至難であることを知っておられたためで、あると査会に発展し，金解禁への基礎工作の一つに位置づけ

思う。換言すれば解禁可能の客観情勢が自然に到来しられ，重視されたのである。この調査会の答申に基づ

しかしそうし、う情勢をつたならばこれを決行しよう。いて新銀行法が制定され，大蔵省が銀行検査を行なう

くるために党の政策を動かすことは不可能だというのようになったことは前期で述べたとおりである。

が三土さんのほんとうの心境であったようであるoJ9)ー次に震災手形処理の問題も金融機関を整備する目的
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金の買上げ，第こには，低金利政策，その実行のため価をはなはだしく圧迫し，低い為替相場のもとに取引

の，公債非公募主義の採用，国庫剰余金の一部を公債した輸入業者に多大の損失を与え，ひいては一般事業

償還資金に充当せしめる減債基金制度の改正などの措界に大混乱を起こすことになるというのが浜口蔵相の

置がとられた。判断であり，彼はその演説のなかで、解禁即行の意図の

片岡蔵相は大蔵省としてこのような諸施策をとらせないことを表明した。蔵相としては，財政経済全般の

るとともに，金解禁へふみだすについての金融当局首準備態勢を整備してのちに実行に移るべきだという考

脳の意見を聞くため， 11月17日蔵相官邸に重大会議をえがあったようで，その準備工作の基本は財政の緊縮

聞いた。この会議には日銀・正金の首脳と大蔵省側かと財界の整備促進におかれたo そして為替の下落に対

ら大臣以下，田次官・富田理財・松本銀行両局長・津島しては，浜口蔵相時代にも相場維持のために政府保有

国庫課長が出席した。議題は「正貨収支関係についてJの内外正貨の利用とし、ぅ方針により，正貨の現送が行

ということであったが，蔵相はその席上「解禁する方なわれた。この現送は国際為替市場で金解禁に導く準

針のもとに準備をすすめたい……Jと述べ，出席者の所備と受け取られ，円に対する思惑が作用して為替相場

見を求めた。そこでは，児玉置金頭取は消極的であっしかしこの時も大蔵省は，正貨現送は騰勢を続けた。

たが，井上準之助は積極的態度を示し，準備施策としの目的は対外支払いをなすにあたり為替差損を生じな

て，銀行の整理，新銀行の設立，さらに日銀の保証準いようにする財政上の理由によるもので，金解禁の準

備拡張.JE貨現送の必要を説き，市来日銀総裁も台銀備として行なったものではないとの態度を明らかにし，

を含む銀行整理の方針を述べた。これに対して大蔵省主貨現送も中止しているO この時期にも大蔵省は，国

側から銀行整理，新銀行設立についての当局の方針を内の各界から出される金解禁に関する見解，さらには

説明した。大戦後アメリカにならって相次いで金本位に復帰しつ

三土蔵相就任当初は，恐慌の突発によって無数の銀

行が破綻し，商社は倒産し，その対策として巨額の救

で，片岡蔵相により取り上げられ，大蔵省は震災手形これによって片岡蔵相はし、よいよ金解禁の決意を囲つある世界各国の動向について注意深く自を向けては

損失補償，向善後処理の両法案を準備したo しかしこめ，同月27日の関西銀行大会では金解禁問題についていたが，金解禁の実行については消極的であったとい

日銀は全く通貨調節の済資金が日銀から貸し出され，これがきっかけとなって金融の法案の審議の最中に，
積極的意向をもっていることを表明した。そしてその

えよう。

機能を喪失していたから「金解禁可能の客観情勢」で恐協が起こり，金解禁への意図はこの恐慌によって完
演説は大蔵省の方針として同日E式発表された。この

は全然なかったわけであるo そのうえ，政友会は積極全にくじかれてしまったわけで、あるo
声明は，先に正貨の現送をもって解禁の準備とみなす

片岡蔵相時代4 

財政政策をとったから，世上では解禁に対する期待は
三土蔵相時代5 説を否定した大蔵省発表の声明書とは態度を一変し，浜口蔵相が内相に移った後任には早速整繭が就任し

捨てられた形となり，解禁輸も姿を消した。現送が明らかに金解禁準備のためである旨を公にしたたが，早速は在任3カ月で病をもって去り，片岡直温

ところが，昭和3年にはし、ると再び金解禁問題が財若槻内閣が退陣したあと，昭和2年4月20日田中議

界で論議されるに至った。その論議は，これまで解禁を一内閣が成立し，高橋是清が大蔵大臣に就任した。こ

積極的に要求しなかった産業界からも起こり，特に恐の内閣の成立した時は，金融恐慌の最も深刻な時であ

慌を契機として資金が集中し，遊資の運用に苦しんでったから，金解禁問題は当面の政策からはずされてし

まったe高橋蔵相は就任後しばしば「財界の事態かく いた大銀行業者を中心にして，財界一般には解禁への

要求はしだいに高まる形勢となってきた。これに対しなりし以上，当分金解禁の望みはなL、Jと公雷した。

て大蔵省も日銀もともに特別融通による日銀の金融統大蔵省の金融行政部局においても金融恐慌に対する応

急措置に忙殺され，金解禁の準備を一歩進める余裕を 制カの喪失という点、から時期尚早という見解を表明し

ていたのであるo三土蔵相はこのような見解を政府のもたなかうた。こうして片岡蔵相時代に続けられてい

しかし大蔵方針として公式の演説の中で説いていた。

部内でも日銀当局内でも，事務段贈では，財界の整理

9 

た正貨現送も中止された。このため，恐慌後為替相場は

下落に転じたが，相場維持のために人為策を講ずるこ

曹
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ものであった。が大正15年9月からその後を継いだO

この時期に理財現在残されている資料によれば，7)片岡蔵相は就任早々から金解禁問題に積極的に取り

局では金解禁に関する大蔵省令案を起案し事務的な準組む意気込みを示した。片岡蔵相は金解禁準備工作と

備を整えている。新聞には前からいろいろな観測記事して「差しあたり緊縮政策励行の結果として得たる当

が載ることがあったが，実際に大蔵省が事務的な準備時の国際貸借関係の好転を，更に強化拡大するととも

をしたのはこの時が初めてであるO 同時に現送すべきに，為替相場を平価に近きところまで引上げて，之に

正貨の範囲も拡張している。これまでの現送正貨はも永続可を与へねばならぬJ6)という考えをいだいてい

つばら「政府保有のものに係り日本銀行の正貨準備にた。大臣勺このような意欲的方針のもとで，大蔵省で

関係なきもの」であったのを，新たに「日本銀行保有は早速解禁の準備体制にはいったO その具体策として，

の内地正貨の現送をも併せ行う」ことを明らかした。

これが行なわれれば当然部分的解禁と認むべきもので

8-

まず在外資金充実のための正貨現送，懸案の東京一大

阪両市の外債突渉の再開と成立，預金部所有の在外資

よ自由由
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も進み，日銀の機能も回復してきたとの判断がなされ

ていた。この事態は外部には大蔵省および日銀の金解

禁に対する態度が従来の時期尚早論よりも ，即行論の

方向に一歩進んだものと受け取られ， 8月21日付の東

京朝日新聞には「金解禁に対する日銀当局の観方変る」

と題する注目すべき記事が掲載された。三土蔵相も同

月24日の記者会見では，金解禁を実行する前提条件た

る財界の整理，国際貸借の改善，特別融通善後処理に

よる日銀機能の回復，為替相場の回復のうち前三者は

最近の状況ではほぼ整ってきたから，為替相場の回復

さえあれば金解禁も実行されうると発言 しているO さ

らに 9月1日の震災記念講演会でも，三土蔵相は「支那

問題が解決し， 為替相場が回復すればわが国も金解禁

できょう」と公式に言明した。しかし，蔵相のこのよ

うな言説にもかかわらず，閣内には時期尚早論が強く，

緊縮政策に反対する意向もあって，政府としてははっ

きりした態度をと るには至らなかった。

このような推移のうちに，昭和3年から 4年にかけ

て，財界における金解禁論議は時とともに激しくなり，

各種団体の運動も活発になった。そしてこのころには

金解禁は世論のほぼ一致した要求となっていた。野党

の民政党も，昭和4年 1月の大会において金解禁の実

現を政策の一つにかかげた。 三土蔵相は依然金解禁へ

の決断にはふみきらなかったが，新聞記者会見や演説

の中には，金解禁は適当な時期が到来するなら実行し

たい。それにはある程度政友会の年来の政策の実行を

抑えることもやむをえないとしづ発言もあり，政友会

内で問題になったこ ともあった。こう して昭和4年 4

月ころから，世間には政府が金解禁の準備をしている

としづ風説が伝わり，あるいは臆測が行なわれて，そ

のたびに公社債や株式の崩藷を招き，証券市場は不安

状態であった。そこで，財界ではこの市場の動揺を安

定させねばならぬとして会合をもち，その結果をもっ

て井上 ・郷 ・団の 3氏が代表委員と して 5月30日三土

蔵相に会見を求め，財界不安の原因となっている金輸

出解禁に対する政府の態度を確かめた。これに対して

蔵相は，金解禁はできるだけ無理のない状態で実行し

10 

たい。これがため諸般の準備をしている。したがって，

昨今のような財界の状況下で、は軽々に実行することは

できない旨を答えたO これによって事実上蔵相は非解

禁声明を表明したわけで、ある。

三土蔵相の公式の席での発言は常に慎重な態度を表

明していたが，大蔵部内で、は解禁工作については積極

的に十分考慮をめぐらし，事務当局に検討を命じてい

た。特に昭和4年 4月ころには蔵相自身しだし、に断行

の意向をもっていたともいわれている O 実際に蔵相は

同年 5月4日，当時パリで開かれていたヤング委員会

に出席中の津島財務官に対して帰朝命令を発してい

る。津島財務官はノリで~ r重大事項につき打合せた

し，即刻帰国せよ」としづ電報を受け取るとすぐ金解

禁断行の準備と解し，仏 ・英 ・米の有力者，専門家の

意見聴取，資料収集等の準備に着手した。なお 5月16

日には富田理財局長から内報として「金解禁のためク

レジット設定の件も調査されたし、」旨の秘電を受けた。

津島財務官はし、よいよ金解禁の方針が内示されたも

のとして，英米の中央銀行総裁その他銀行幹部とでき

うるかぎり広く会談し，あらゆる問題について具体的

に研究を遂げて〈特に昭和6年満期の 4分利外債の借款問

題を含めて〉パリからロンドンーニューヨークを経て

帰国の途についた。これら専門家の意見を聞いたとこ

ろでは，日本の金解禁は実力からみて新平価解禁で、あ

るべきだという意向であり，特にモルガン家は旧平価

に為替をつり上げての解禁は事後の影響が大きかろう，

為替の実勢，物価の地位を考慮すべきだとしづ示唆を

認めたメモを呈示した。

ところが，津島財務官が帰国の途中 7月2日に田

中内閣は瓦解し，結局政友会内閣では金解禁は実行さ

れなかったのである。

注 1井上準之助著「戦後における我国の経済及金融」

P.205 

注 2大阪銀行問題研究所編「金輸出解禁史JP.8 

注3深井英五著「通貨問題としての金解禁JP. 68 

注 4 青木一男著「聖山随想JP. 221 

注 5I昭和大蔵省外史J(有竹修二著〉によれば，大正12年5

5月初日付の東京・大阪朝日新聞と中外商業新報に，6 

月上旬いよいよ金解禁断行の方針が政府部内において内

定したとの 11己・ l~を取り 1 ..げ， この li~' I Çについて JI: 1: y¥，・之

助は「それは確かに'I Ç~たで あった」 と祈った談;司会 ヅ IJI j 

し河川がこの年の穴易が人組から11\ ，J]に II~~ずる問点本f

断行のHキ則と定めたことはJfí~黙に難くなし、。ところが新

聞にそれを力きたてられ，しばらく保f会みているう?

に， ))11藤 円'，j;H の;~，s{ となり |付 |剖は送附 し， ついにその機

を迫;したs という )1:上の談話はそのままれじてよいだメ

う，と折f!測している。

出J1~:の 1 '<I }i市課事務官青木-!)Jn ， このn!j:J ~ J の大蔵'(ì l人l

の3阿古について，事務当局においてはくi>.解禁に閑ずる"IC

m 1 i;'i: 金解然と緊縮JHJKc

1.)5(1りrlf:(I/Iiは-1:く (J:ts:.われなかったし大|;{からの指〆Jよそ

吃けた こ と もないと川っ てい 為 。 こ のJ1!j:J~1の角行史的il l・ ~ )

l'íJII~司のj: \jだけで1~ :] lrJJに な っていたにす ‘Yfr.かっ たよう で

ある。

注 6) : ' I~司 1 1'(fllll汗「六ilJ"何不tI政治;JょのーItJTI(liJP. 11(;-1 

j主7 ~1 11.'iの決 J主文 1!?に よ れば. 枇初の金解禁に|闘すゐ人・州

ノtìノ~;$の 1 1 (、H.t.IIR和2イド1JJ2011とたってL、ら。

注 8 J:" [i刈11'(nr;v;:前ii泊iiiω'1dI，.1片|

注9 "了U111イ本|ド" .. リ川j;符守 l前}下山id川"1:'刊tj札νjLtJ|守r1い1.:2ゴ行

第 2節 メEE解禁断行と井上財政

1 井上蔵相の登場と解禁の準備体制

昭和4年 7月2円，浜口却;ヰーを首JAとする民政党内

閣が，田中政友会内閣瓦解のあとを受けて成立し，大

蔵大臣には井上準之助が就任した。民政党はかねてか

ら「金解禁の実現を期する こと」を重要政策の一つに

掲げていたが，浜口新内閣は全く党外の人物であった

井上を蔵相に迎え，井上蔵相に金解禁問題の解決を

第34代大蔵大臣井上準之助
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イモした。

沢口内聞は組問中・々 新内閣の施政ソバ'ilーと して |一|・大

政綱」を発表し，そのrllに財政緊桁i• /Iilu'{粘土w・令解

禁の 3項目からなる金解禁政策がそのrll心政策と して

織り 込まれた。こ こにおいて新内聞はみずからの手で

金解禁を実別する方針を哀切 したので、あるo

すでに第 1 次大戦後 ， 欧米主~: I ~I は大王 8 イドアメリ

カの金解禁を先駆として次々に金本位制に佼如 し， し

まや金解禁政策は rIl!:界の潮流」となっていた。また

閑内においても ，合同!恐慌以後は名利の1(;11jJ 1引休は次

次に金解禁DIJ行を決議し， 金解禁は↑It論の大切を占め

ていた。 したがって川逝は ， 金本位彼~'IÎ} の刀法ない し

時期をど うするかにしぼられてし、たといえよう。ゼノ

アの国際経済会議 (1922年4月〉 は各同に 対して金本・

位復帰を要望 していたが，各国の事1't'1'に応 じて.1F'1，lIiの

切下げを行ない，新平仰を採用することをすすめ，仏

・伊 ・白等の諸国はこれに従って新平仰|解禁をわなっ

た。また前述の よう に， 津島財務'白'が英米の国際金融

専門家の見解を打診した折にも，日本は圏内経済の実

勢に応じ，現時点の物価，通貨価値を基準にして新平

価解禁を 行なうべきだと い うのが彼らの意見であっ

た。 しかしながら il本の政府部内で‘は新平11m解禁の考

え方は全くl::lJWにならなかったO 照代の蔵相=1も旧平制li

解禁という点で・は 政友会でも民政党でも一致 してい
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ットの成立は金解禁の断行にきわめて大きな支えとな京外正貨の充実であるO 浜口内閣組閣当時，荘外正貨

ったO その契約内蒋は次のとおりであったoはわずかに 8，3∞余万円に減少し，在外正貨の減少に

1億円 lイギリス回0万ポンハ

lアメリカ 2.印O万ドル/

借款総額より為替相場が低下していたから，在外正貨の充実が

急務だと考えられた。在外正貨の補充は，外貨払いの閏

契約当事者債の利払資金，対外支払いの資金を充実きせる意味を

距金銀行租IJ本日もっていたが，井上蔵相は，金解禁の準備を進める場合

モルガン商会，ナシ丹ナル・シチーアメリカ側には円貨に対して思惑投機が行なわれた過去の経験に

ファ-バンク，クーン・ロプ|荷会，照ちして，思惑による為替相場の急激な騰落を防ぐた

ースト・ナショナル・パンクめに在外正貨の補充を重視したのであるO そこで大蔵

ウエストミンスタ{銀行，番上銀行，イギリス側省は貿易出超期を利用し正金をして輸出ビ、ルの買持ち

、ンュロスチャイルド，ベアリング，を多くさせ，それを政府と日銀が買い上げて在外正貨

レーダー，モノレガン・グレンフェル，の補充を図ったO この結果，政府は 4年11月までに2

チャータード・パンク，ハンブ、ルグ億円以上の在外正貨を買い取ることができ，政府およ

-ノミンクび日銀の正貨保有高は 3億円を擁するに至った。

1カ年契約期間在外正貨補充策も為替の急騰抑制策と関連して着々

もう一つの正貨流出防止策は日銀の民間預金の処分と功を奏し，解禁の準備も整えられてきた段階となっ

であった。金融恐慌後大銀行に資金が集中し，それは遊て，井上蔵相は最終の準備施策として解禁後の正貨流

資となって日銀に預けられた。その預金額は当時4億出防止策に着手したo その一つはクレジットの設定で

日銀の民間預金は無円以上に達するものであったが，あるo この借款交渉には津島財務官があたった。津島
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る新しい幹部は，河田烈次官・小川郷太郎政務次官・たO 日本の金解禁政策は，単に円の価値を金に結びつ

勝正憲参与官・藤井真信主計局長・青木得三主税局長けることではなく，解禁によって金輸出禁止以来不健

(5年 3-富田勇太郎理財局長・保倉熊三郎銀行局長全に膨脹してきた経済状態を徹底的に整理改革し，国

とし、う陣容となった。月から大久保禎次局長〉内物価を国際水準にまで引き下げて，やがては海外市

井上蔵相は政府みずから財政の緊縮を行なうと同時これによっ場における日本商品の競争力を増大させ，

に，国民に消費の節約を促すため，財界をはじめ国民て現状を打開しようというねらいをもっていたからで

一般に協力を求めた。「金の解禁を決行するには，政府あるO

自らの行動のみにては不十分であって，戦時中に膨脹井上蔵相ももちろんこうした考え方にたち，旧平価

した日本の経済が戦後に於て収縮した状態に対する国解禁を目的として出発した。1)蔵相は，新平価で解禁し

民自体の自覚を喚起することが非常に必要である。J2)た国とは経済事情が違ううえ，為替相場が旧平価より

その意味から井上蔵相は予算の緊縮方針を決定すると1割2分程度下落している当時の状態ならば，緊縮政

直ちに，みずから各地を遊説して回り，金解禁を目ざ策によって十分旧平価解禁を達成できると判断したの

す緊縮政策は一時国民の経済生活を苦しいものにするであるo けれども蔵相は解禁即行論には反対し，前も

であろうが，国民が政府に協力して緊縮することが今って適Eなる準備が必要であると強調した。国際的に

日の難局を打開する正道であり，この苦難に植えれば，割高な物価水準にある経済状態で，一挙に旧平価水準

将来は必ず真の繁栄がもたらされるであろうと説いに為替相場が回復すれば，貿易業者および為替銀行に

た。さらにこの趣旨を一般に普及するため，大蔵省は不慮の損害を生ぜ、しめるばかりでなく，輸入増，輸出

「公私経済緊縮運動」を展開する計画をたてた。この減をまねき輸入超過は増大する。その結果金の流出を

運動は公私経済緊縮委員会を中心とし，地方には各道まねき，金本位制の維持は困難となる。だからこれを

利子であるから，金解禁後においては金利高の海外市財務官は先に三土蔵相時代に内命を受けて，グレジッ府県に地方長官を中心とした地方委員会を設け，全国避けるためには為替相場を漸進的に回復させなければ

日銀の通貨統制カのうえ場に流出するおそれがあり，ト設定に関して英米金融界の意向を打診したところを

からも大きな支障となるわけである。これについて，報告するため，一時帰国していたが，解禁をまぢかに

初め浜口首相はなんらかの形で利子を付して流出を防ひかえて再び英米の有力な財団と借入交渉のため， 10 

ごうとしづ意見であったが，井上蔵相はこれに反対し月17日アメリカに向かった。先に非公式交渉を行なっ

た。そこで，これに代わって大蔵省証券を発行して，た際先方が示唆した案は，借款は各閣の中央銀行聞の

これらの遊資を引き上げることに決まった。発行総額突渉とすること，金解禁は新平価によること，であっ

7，5∞万円のうち 1月28日には 3，5∞万円を売り出したが，このたび財務官が示した日本側の条件は，

て相当の成績を収めた。日本政府と関係各中央銀行間の契約によらず，(a) 

なお，金解禁後，金の流出入によって通貨の発行が東国の民間銀行間の契約によるO

の各種団体，機関に対して，金解禁の本旨，消費節約，ならなし、。そして為替相場を人為的手段によらず天然

貯蓄奨励，国産品愛用等を講演会，映画会，印刷物の自然に回復させる途をとらねばならない。そのための

配付を通じて趣旨の徹底を図るものであった。このよ基本条件は「財政の緊縮Jと「国民の消費節約」を行

うにして政府と国民を一体とした緊縮気分が助長され日本経済の体質を改善することである。そのなって，

ていったので、あるo結果，圏内物価が国際水準にまで低下し，必然的に国際

貸借の改善，為替相場の回復がもたらされるように経

解禁準備のための諸施策2 
済界の状態を誘導したのちに，金解禁は支障なく実施

金解禁の準備工作のうち最も基本をなすものは，財まず「財政の緊できるO だから金解禁の準備として，

政緊縮と消費節約であったが，これと並んで各般の準とし、縮」と「国民の消費節約Jを行なう必要がある，

縛を受け，日銀が必要な資金需要に応ずる余地が少な解禁は旧平価によるo(b) 備施策がとられた。浜口内閣が組閣直後に発表した十

大政綱の中には「社会政策の確立，国際貸借の改善，

うのが井上蔵相の論理であったo

くなることについては，すでに大E末期ごろから大蔵となっていた。日本が中央銀行を契約当事者としなかそこで大蔵省は井上蔵相を迎えるや直ちに金解禁の

省と日銀との問で問題になっており，事情により日銀日銀が当事者となると特別融通その他銀行ったのは，

の保証発行を増加して，通貨の過度の収縮を緩和する日銀自体がこれを業務の内容を示さねばならぬため，

日銀としては， r一方妥当なことが考慮されていた。拒んだためであったo また旧平価解禁は日本政府の年

る経済活動の為にする通貨の需要に応じ，他方金流出来の方針であった。津島財務官はこれらの事情を逐一

の持続を誘致せざるよう，両面に留意して機宜に適合

するj ょう通貨統制力を保持することが金解禁の重要

13 

説明し，英米両国の金融団を納得せしめ，ついに11月

19日契約を成立せしめることに成功した。このクレジ

関税の改正」の項目が掲げられ，この方針に従って，準備体制にはいったo 蔵相は就任の翌日，事務当局に，

社会政策，関税，国際貸借の 3審議会が設けられたが，実施中の 4年度予算を実行予算をもって緊縮するため

この審議機関の設置は，金解禁に伴う国際収支の変化，5年度予算5日には4年度実行予算，の調査を命じ，

園内産業の保護，財界整理による失業者の発生に対すの編成方針が関議決定され，財政の緊縮が解禁準備の

る対策をたてるための施策であった。

次に井上蔵相が解禁準備の施策として重視したのは

12 

第一段階として着手されることになったo これと同時

に大蔵省首脳人事の更迭が行なわれ，井上財政を支え
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な準備施策となったのである 03)

3 解禁の実施

浜口内閣の組閣以来，井上蔵相の手によって着々と

進められてきた各般の解禁準備施策の効果は 4年後

半になると歴然と現われてきた。外国貿易の趨勢はと

みに好転し，上期の入超合計2億 8，200万円に対し，

7月"-'1 0月上旬の聞には 1億 6，000万円の出超に転じ

た。この調子ならば昭和4年の入超は 1億円以下にな

るとみられ，貿易外収支を算入すれば国際貸借は均衡

する見込みが十分たてられる状態であった。こ のため

為替相場は漸騰して， 9月にはいる と48ドソレ台に騰っ

た。この為替相場の回復は単なる解禁見越の思惑相場

と異な り， 貿易の実勢を反映した健実なも のであっ

た。政府および日銀の保有在外正貨は， 4年 6月には

8，300万円であったが，解禁準備として鋭意その補充

に努めた結果ついに 3億円を蓄積するに至ったことは

前述のとおりである。一般物価もまた為替相場の回復

に伴い，下落の傾向を示し，卸売物価指数は 6月"-'9

月の 3カ月間に 3.3%低下したO こう して経済諸事情

は井上蔵相の期待どおり好転していた。そこで財界で

は，この機を失することなく金解禁を断行せよ，とい

う声が盛んに起こった。しかし，蔵相は 9'"'-'10月の段

階ではまだ解禁の実施に慎重であった。「一部の人々

は経済界の好転が予想外に良好なるを見て金解禁の準

備既に完了せりと則的iし或は即時断行を主張する者あ

るも ，之は不当の希望たるを免れなし、。金解禁の準備

が着 進々捗しつつある ことは事実であるが，尚国際貸

借の改善も為替相場の依復も物価の下落も共に充分な

りと云ふを得ないのであって ，今後が解禁の準備とし

て最も大切な時であるJ4)と述べていたO

元来，井上蔵相は即時解禁の方針をもって臨み，そ

の時期は昭和5年 1月議会休会明け前と想定し，発表

と同時に実施という考えであった。ところが，民政党

も10月10日には「適当な時期を捉へ速に金解禁を決行

せんことを望む」との決議を出し，世間一般の金解禁

に対する関心は非常な高ま りをみせた。政府はもはや

14 

解禁発表を抑えきれない状況となった。折から海外で

はクレジット設定の交渉が進行中であったが， 10月20

H津島財務官から調印終了の入電があったので，同 円

大蔵省は省議をIfl'-lき，その結論を もってJ故村二|は首相を

訪問 し， 熟議の結果 ， 解禁実施期 日を き~初の予定よ り

少し早めて昭和5年 1月11日とするこ とに内定した。

ところが，このこ とは早くも朝日新聞社の察知すると

ころとなり ，号外も発行されたので，同夜再び省議が

聞かれた。実施期変更の議も 11::¥されたが，蔵相は変更

の必要なしとし ， 翌21 日午前土方日銀総裁 3 児玉 ïl~金

頭取を招いて了解を求め，午後の臨時閣議でこれを刀:

式に決定した。そして解禁省令は21日付官報号外をも

って公布し， 声明は同日午後 5時に公表されるこ とが

決められた。解禁の実施は結局短期期限付解禁という

形になったわけで‘ある 05)法律上の手続としては，大

正 6年大蔵省令第28号「金貨幣及金地金ノ輸出取締ニ

関スル件」を廃止するとしづ大蔵省令をもって金解禁

が断行された。この大蔵省令を公布する と同時に，浜

口首相 ・井上蔵相および日銀当局はそれぞれ声明を発

表 し，財界各団体も金本位制維持に協力する旨の芦明

を発表した。こ うしていよいよ昭和5年 1月11日から

日本は12年 5カ月ぶり で金本位制に復帰するに至った

昭和 5年1月11日発行の100円券

のであるo

解禁に伴い，解禁後は正貨の維持，為替調節は日銀

の手によって行なわれるようになったため，政府所有

の正貨は日銀に移されることになった。すなわち，わが

国では政府みずから巨額の在外正貨を擁し，これをも

って海外払いを行なうのみならず，これをもって為替

調節を行なってきたが，今後は原則として政府は正貨

を保有せず，その海外払いは為替送金の方法をとるこ

とになったO 日銀により肩代りされる在外正貨売渡J

針に関しては，大蔵当局，日銀および正金の三者間で

協議の結果，日銀から正金ならびに一般銀行にも直桜

に売り渡すことになり ，その売渡111ti格はだいたし、現送

点を H安としたが，その時の情勢によ り日銀で適山町

算定したもので，現金払い即時売渡しを原則とし，事

情によ っては先物売買にも応ずるというものである O

なお 5年 1月11日現在で，日銀は正貨準備10億7，333

万 3千円を保有していたO

注 1 r金の解禁は単に為替相場の安定のみが全目的ではな

い。之に依って国民一般の緊縮的気分を喚起し公私経

済の面白を一新し，産業の経営を合理化し，経済の根本

建i立しを行わんとする理想を;Ltの内に包蔵しているので

あって，此目的達成の為には近来の平価iへの合理的復帰

都 1立金解禁と緊縮財政

を目標として進むの外ないのである。J(井上蔵相の「改

造」誌上の原稿.昭和財政史資料所I1心

注 2r井上単之助的説集J(金解祭，iii後の経済事情に!はて〉

注 3深井英五存「金本位制離脱後の通1'i政策Jpp.311 ----312 

注 4大蔵省財政史室所蔵「昭和財政史資料J:JI・上部之助原稿

「経済界の近況と金解禁問題J(1昭和 4年1O)j18円〉

注5井上蔵相は短期期限付金解禁念行なったことにつき次

のように説明している。

r7月2日に為替相場が 1"刊 1分下って居ったが，貿

易が段々改芹せられるに従って為待相場は段々と騰itし

て，11月20日には48ドル半までJ..ったのである。而して

その時の貿易改善の状態及び対外関係をμると，IしそうK:

年の 1刀10口過ぎには解禁後の批定相場である'19ドノレ 4

分の l乃ゼ49トツレ8分の 3迄はj除YけH ることは確かにt.l:

定ができる。そこで 1川JlRと云ふH年を定めて解禁を決

行することを発表したので・ある。ll)]21日にあの発点を

せずに.時の進むに従って為替相場が金解禁の相場まで

鵬立したときに，何lI!i:てーも金解禁を決行することも一刀

法と考・へるが，金解禁の如きは内外の経済J:.から凡て大

問題である。然るに年末にl堂々 近づく のであるから.'(-1 

末に差迫って斯様な大問題を決行する ことは，さけられ

るならばさけるが宜しいとぷふ考へからして. JJi.J剖JUJI保

付の金解禁を発表したのである。又金解f売に対してはi1t

人一般が可なり神経過敏になって居るから，J比際i二lを定

めて之を発表して世くとぷふ、ニとはむしろ.MWを安定

せしむるJ:に相当の効民のあゐこととみへたからであ

る。J(r金解禁，1ij後の経済.J下山に就てJII{伺l財政此資料所

収)

第 3節 緊縮財政下の予算編成

井上蔵相は財政の緊縮とl到民消費の節約をもって，

第 l次大戦以降不健全に膨脹した日本経済を金本位制

のうえに建て直すための基本政策とした。就任早々金

解禁の準備対策として実施中の昭和4年度予算を実h.

予算をもって圧縮し， 5 年度予算編成の緊縮)~j針を決

定した。こうして井上J蔵相の緊縮政策は手っそく具体

化されたO この緊縮政策は一時的には摩僚があっても ，

窮極的には物価を引き下げることによって産業の合理

化が行なわれ，国際競争力の強化により輸出は増加し，

景気は回復し， 国際収支の均衡も達成できることを意

図していた。しかし，昭和4年10月ニ ューヨーク株式
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市場の暴務に端を発した111:界恐慌はけ本にも波及し，

緊縮政策に深刻な影特を与えることになった。 l孟l内物

1Illiは予想以上に暴落し，土産もn必も萎縮したO 国民

所得が減少した結民，不Il税収入も激減するばかりとな

った。こう した情勢に対処して，)1ニJ..必相の立場は，終

始緊縮政策等による健全財政主義をidfくにあったo

そこでこの時期の予算は毎年難航した。租税収入は

見積 りを下回 り， 国庫剰余金もくいつぶし，vnはI~I 

途で修正されなくては実行できない状態であった。公

債の発行は抑制され，増税もできないため，予算編成

はもっぱら各省経費の削減に重点がおかれた。 i借金
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なき予算」を貫こうとする井上財政の健全財政の理念

と世界恐慌の波動を受けて深刻な不況に突入した日本

経済の現実とのゆきちがし、は，予算編成の場に最も鋭

く現われることになるo 以下，緊縮財政下において予

算編成をめぐって生じた諸問題を取り上げよう。

昭和 4年度実行予算の編成と

予算審議権論争

井上蔵相は金解禁の事前準備の第一着手として，昭

和4年度予算を実行予算をもって再編成し，これを極

力縮減する方針をたてた。昭和4年度予算は田中内閣

の時に編成され，すでに実施過程にはいっていたが，

井上蔵相は就任の翌日 (7月3日〉に早くも主計局に

対して昭和4年度実行予算編成調査を命じ，次いで 5

日には閣議で昭和4年度実行予算および5年度予算の

編成方針が決定された。そして昭和4年度実行予算に

ついては，予算に計上されていてまだ実行されていな

い新規事業は実行予算編成まで見合わせること，公債

により支弁する事業は一般・特別両会計とも中11:.繰

延べを行なって公債発行を減額することが決められ

た。この閣議決定に基づき大蔵省はさっそく実行予算

の査定を始め.15日には省議で実行予算を審議する運

びとなり.27日には大蔵省は昭和4年度一般会計実行

予算総額を決定，これを発表した。閣議が実行予算16

億8.231万円を決定したのは29日であった。特別会計

のほうも 8月8日の省議で、節約額が決定された。

新たに決定された実行予算は，一般会計では当初予

算歳出総額17龍 7，356万余円から節減と繰延べにより

9，165万余円を節約して16億8，106万余円，特別会計で

は純節約額は 5，714万余円，実行予算節約額の合計は

1億4，800万余円に上ったo また公債新規発行額もあ

わせて 5，卯O余万円を減じて 1億3，8∞万円に改めら

れた。

こうして約 1カ月の聞に当初予算の 1割近くの額が，

行政部内だけの権限で‘節減されたので、あるが，この処

置について議会とりわけ政友会の議員から臨時議会を

召集すべきだとの批判が起こった。政府は清瀬一郎衆

議院副議長からの要請で， 9月11日各派代表議員を首

相官邸に招き，実行予算編成の趣旨を説明したが，これ

に対して議員側は手きびしい質問をあびせた。政友会

の主張は，すでに議会が承認した予算に対し，政府の

専断をもって大規模な編成替えをなし，財政計画を根

本的に変更するような実行予算を作ることは，議会の

予算審議権を無視するもので違憲だという点にあるo

この問題は憲法上の問題でもあるところから，政界の

みならず，学界でも議論の対象となった。

いったん議会が承認し，成立した予算に対し，政府

が議会の承認なしに減額修正することは憲法違反では

なし、かという点につき，大蔵省は次のような解釈をと

り，これを政府側の見解として発表しているO 当時の

河田烈次官以下事務当局においてまとめられた見解を

要約すれば， 1)政府の予算提出権はその限度を許与さ

れたものでこれを超過することはできないが，その全

部を支出してしまう義務はなく，その範囲内において

予算を緊縮するのは従来の例(関東大震災の時)もある

のでなんらさしっかえない，実行予算の編成は政治論

として不穏当というのならば筋が通るが，法律上から

いえば，政府が更迭し，その主張が前政府と全く異な

る場合は前政府の主張する政策を改めるのは当然で，

この場合予算の範囲内で実行予算を編成するのは違憲

ではなし、。さらに議会を開いて実行予算に相当する予

算を提出し，必要ならば議会を解散し新議会に予算を

提出することも考えられるが，そうしづ手続は無用の

費用と日時を要するうえに，当該年度予算が成立して

いるのに，これを減額する意味の予算を再提出するほ

うがかえって法律上疑義がある。むしろ成立予算の範

囲内で実行予算を編成して政府の所信を実行するほう

が適当であり，あえて不法ではないというものであっ

た。2) これに界連して予算の法律的政治的性格が当時

の学界でも改めて論議されるようになった。美濃部達

吉博土は「単純なる法律論としては，政府の主張の正

当なるを信ずるものであるが，併しそれだけをもって

は政府の処置の政治上に適当なることを説明し得るも

のではなく，政治問題としては政友会の主張の無理な
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らざることを信ずるものであるJ3) と論じ，蝋山政道

教授は，予算が「実質上政府の事業計画に対する承認

ーむしろ裏書きー」であり， r従ってそれは暗黙には事

業の必要を認むることの意思表示を包含するものJ4) 

としての意味をもってきたことを指摘しているo これ

らの論議に対して，大蔵省は実行予算の編成つまり政

府の減額修正の正当性を，もっぱら憲法上における政

府の権限とし、う法律論から説明したわけであるo

第 1主主金解禁と緊縮財政

井上蔵相は 5年4月に召集された特別議会において，

この緊縮予算は「財界を建直すには巳むを得ない処置

であり，又これが唯一の方策である」と説き， r今日

は世界的不況並びに吾々の緊縮政策の結果，一般に需

要が減退している。この需要の減退に応じて生産を調

節することが，今日の経済界の唯一の任務であるよう

に考える」と緊縮政策の意義を強調した。しかし，こ

の緊縮政策の舞台裏では事態はさらに悪化していた。

昭和4年度歳入実績は予算見積額を下回り，せっかく

の実行予算による経費節約の効果も減少し，収支相償

わないという事態が生じ，そのうえ不況による国民所

得の減少は，実施中の昭和5年度予算についてもさら

に租税の減収を見込まざるをえなくなったからである。

これまで余裕のあった国庫剰余金は急速に減少し，税

収も減退するとしづ事態に対処して，大蔵省は再度経

費節約を検討せざるをえなかった。そこで内閣は特別

議会後間もなく，昭和5年度実行予算に修正を加え節

約を強行することを決定した。そして「行政の経済化」

が行なわれることになったのである。大蔵省は物件費，

工事費，旅費手当等に対して 1割2分ないし 3分の天

引削減による総額8.100余万円の節約案を決定し，こ

れを各省に内示したo この節約案について各省はおお

むね了解したが，最も節約額の多い陸海軍省は容易に

受け入れなかった。海軍は 3，0∞万円以上の節約に対

し650万円以上の館約には応じえないとして反対し，

陸軍もまた不服を唱えた。そして予算節約をめぐる陸

海軍省との折衝は 1カ月以上にも及んだ。この紛糾に

世間の批判も出てきたので，蔵相と陸海相との聞に政

治折衝が行なわれ，ょうやく妥協案が成立した。その

結果8，0∞万円の節約案を 2，∞o万円減じ， 6.∞0万

円の節約となった。

だが，このような節約にもかかわらず，歳入見込みは

月を追って減少し，大蔵省は予算実施過穫で再三各省、

に対し節約を要望し，既定経費の節約に努めた。そし

て11月28日には年度末賞与の削減，委員会手当の減額，

昇給・出張の抑制，物品購入の節約等の励行が閣議決

定されるに至ったo
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2 昭和 5年度予算と歳入の激減

昭和5年度予算の編成方針は，昭和4年度実行予算

の編成方針と同時に浜口内閣成立直後の 7月5日に決

定された。 それは非募債主義(一般会計の起債はいっさ

い認めず，特別会計の起債は発行予定額の半額以下とする〉

と経費の節減(新規事業を認めず，既定経費も極力節減す

る〉を建前とする徹底した緊縮方針であり，前内閣の

財政計画を根本的に変更する緊縮財政政策の第一弾で

あったo

大蔵省は昭和4年度実行予算の編成が終わると直ち

に5年度予算編成にとりかかったが，当初から5年度

税収は緊縮政策の影響で減収するものと予想された。

そこで編成の重点はもっぱら既定経費の整理節約にお

かれ，まず整理節約額を決定し，次いで新規要求を査定

するとしづ順序がとられた。こうして11月9日閣議で決

定された5年度一般会計概算は 16億0，8∞余万円(計

数整理により議会提出の予算案は16億:0，2∞余万円)であっ

て，これは昭和4年度実行予算に比し7，2∞余万円の減

少となり，同年度当初予算に比すれば1億6，400余万円

の減. 1割以上の大緊縮であった。一般会計において

公債を発行しない予算を編成したのは，明治4α年以来

のこととなった。この予算は第57議会が解散されたた

め不成立となり，前年度予算が施行されることになっ

たので，大蔵省は翌5年 1月から再び5年度実行予算

の編成に着手した。しかし，日本経済の不況はすでに

一段と進み，実行予算編成の段階ではさらに物価の下

落等による税収の減少を見積らなければならなくなっ

たo そして収支不足分は国庫剰余金で補われたo

謀
議
漆
議
謀
議
議
議
官
、
晶
事
守

事



h-・
沼
渥
遜
還
濃
審
議
選
雪
兎
望
書
、
作
イ

4
句

E 

金解禁と緊縮財政第 1章

会計では 1億 8，900余万円に遣し，非募憤，公債総額っfこo

縮小の方針も挫折する結果になった。 5)こうして11月11日の閣議で決定された6年度歳出概

算額は一般会計14億4，800余万円であった。しかし，
行財政・税制整理と昭和 7年度予算の4 

この中には失業救済事業費を含んで、いなかった。大

今

日
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恐慌からの脱出と大蔵省第 5期

ないことはもちろん，各省既定経費の節約によって，政府の歳入見積りが過大で，歳入欠陥が生じたこと

予想される財源不足をまかなう方向に進む以外に手はについては議会でもしばしば取り上げられ，政友会を

なかった。大蔵省はまず6年度予算の歳入見積りにつはじめ野党各派は政府に対しこの点を鋭く追及した。

いては特に慎重な態度で臨んだ。従来は過去 3年間のとりわけ昭和6年初頭に開かれた第59議会で、は，緊縮

編成
蔵省はこの追加経費を経常収入でまかなうことはでき

平均計数をもって見積りの基礎としたのを改め，昭和政策下の財政経済の諸問題について論議が集中し，議

6年度予算を決定する予算閣議が終わって 3日経つないと判断し，その財源として道路公債を発行するこ
5年8月までの過去1カ年の実績を基礎とし，租税収会史上まれにみる白熱した内容の質疑応答が展開され

た昭和5年11月14日，浜口首相が東京駅頭で，ロ γ ドンとを決定したo結局6年度総予算は追加予算を加えて
入については同年 9月の実績をも調査し，見積りの正たが，ここでも 5年度予算の歳入欠陥は論議の大きな

条約に反対する右翼の青年に重傷を負わされるという5年歳入14億8，9∞余万円，歳出14億8，8∞余万円，
確を期した。焦点となったO 政友会の三土忠造は「井上蔵相は銀行

事件が起こったo翌 6年 3月には 3月事件と呼ばれる度実行予算より 1億 2，100余万円の減少となり，一般
昭和5年7月18日の閣議に提出された昭和6年度予の窓口から窺っているようなもので大局の見通しがっ

軍部のクーデター事件が発覚してl片聞を騒がせた。大会計で2，200万円，特別会計を合わせると 3，550万円

不況を契機にして右翼や軍部は必速に政治勢力としての公債が失業救済事業の財源として計上されている。

1)をもつようになり，政府の態度を軟弱だとして激し政府原案が第59議会で審議されたとき，政友会の三土

く非難しはじめたので・あるo 3月事件が起こった型)if;!.;造は「政府の非募債主義の破綻は政治道徳の破壊」だ

には浜口首相の容態は悪化して，民政党内閣の荷班はと蔵相を攻撃したが，井上蔵相は「公債を発行したの

は，失業救済に限ったもので，非募債主義の破綻では 若槻礼次郎に代わった。こうして 7年度予算は，政治

的にも経済的にも多難な情勢を背崇に編成されはじめない」と苦しい答弁をしなければならなかったo

たので、ある。前年度に比べて 1億 2，ωo万円の経常収入減少を見

しかし，井上蔵相の緊縮政策は依然として変わらな6年度予算の実施は思うよう積ったにもかかわらず，

かった。緊縮方針を貫くために 7年度 F樟;の編成は例にいかなかった。不況の進uにつれて 6年度収入はさ

この歳入見積額を前提としてたてられ算編成方針は，かなし、。政府は歳入欠陥の埋め合せをどうする積りか，

6年度は 5年度に比してた。その見積概計によれば，昭和5年度の予算は公債で募集するか，或は借入金を

約 1億円の減収で，煙草元売捌国営による従来の元売以てするに非ざればj宣繰りのつかねことはあきらかで

捌人の売払代延納金の徴収により約3，000万円の一時あるJと指摘し大口喜六は「第58議会において井上

収入を見込んでも，なお 7，000万円の歳入減をきたす。蔵相は， 5年度の歳入予算は欠陥なしと答えているが，

一方，歳出では経費の当然増およびこれに準ずる増加事実は昨年中に 8，000万円の歳入欠陥を生じた。これ

を考えると，新規事業費をいっさい計上しなくても，に対し蔵相は責任をとるや否や」と迫った。こうした質

8""'9，000万円の財源不足を覚悟しなければならない。問に対し，井上蔵相は「私は歳入欠陥はないと考える。

剰余金も期待できないとすれば，既定経費の節約のほ故にもし歳入に欠陥が生じた場合どうするかという点

かに途がないというものであったO そして，大蔵省はには答える必要がない」とこれに応戦した。けれども議

年の慣例とは異なった)j式がとられた。通常の年にはらに減少が子怨され，大此省は年度nf1始早々調査を始
編成}j針の中で既定経費が卜分節減できない場合には，会終了後から 4ヵ月にして，早くも歳入欠陥の生ずる

型年度予算編成)j針は 6月本ごろの閣議でその大綱が

決定され，各省、はこれに基づいて概算を作成して大蔵

5 Jj 中旬にすでに減収見込額は 6，ωo万円にめたが，
r巳むを得ず増税か公債か減債基金繰入中止か非常手ことが明らかになった。大蔵省は昭和5年度末の歳出，

達していた。大蔵省は省議で再三歳出節約案あるいは
段を講ずるの外なかるべし」と I空前の難局に直面J決算において約5，∞。歳入見積りを集計していたが，

省、に提出し，そこで大蔵省と各省との間に事務段階で行財政整理案を決定し，閣議に提出した。内閣には収

しかし井上・の予算折衝が開始されるのが慣例である。

蔵相は 7年度予算については編成}j針を最初に閣議に

入減少に対処するため行政，財政および税制に関する

準備委員会が作られ，そこでは官吏の減俸が検討され，

かける順序をとらず，行政財政整理準備委員会で一般6月1日から政府は減俸を実施した。こうした経費節

していることを訴えた。万円近くの歳入不足が生ずることを確認した。そこで

7月の編成方針決定後も大蔵省は引き続き概算を審井上蔵相は震災善後公債を発行してこの歳入欠陥を補

7月末には早くも減収は 1億2""3，(削万円議したが，填することを決心し，閣議の了承を得た。一般会計の

に上ると見込まれたため，各省要求額の査定段階で，非募債主義を高くかかげた5年度予算も，その最後の

的な行財政の整理が検討され，そこでの結論と大蔵省約と減俸でも当初の歳入減収予想、額を埋められなかっ

事務当局の査定した節約案とを基礎にして大蔵省みずたのに，減収見込みはさらに増加した。そのうえ 9月

から各省の概算を作製した。その間，各省がみずから慨18日には満州事変が勃発し，軍事費の膨脹は必至の情

算を編成することは許されず，各省は大蔵省の概算を勢がかもし出された。こうして，財源の不足は公債発

まって，それを基準にすえなければならぬことになっ行か国債償還の一部停止かによりまかなうほかはない

たo予算編成に非常体制がとられたわけである 06)ことになった。結局，年度末には減償基金繰入中止

まず若槻内簡は組閣早々，行政財政税制に関する調4，41∞万円，震災善後公債1，100余万円および電信電話

f
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f
-
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管
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一
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3

物件費，継続費，機密費の削減，人件費の 1割天引等段階で最初の建前をくずすことになったのであるo

次々に節約方針を決定した。このため大蔵省の査定は

さらに厳格なものになり，各省との予算折衝は難航し
昭和 6年度予算の編成と執行3 

ロンドン条約締結たO とりわけ海軍予算については，昭和5年度予算の実施中にも歳入の減少がますます

に伴う減税計画(第4節に詳述〉および海軍兵力補充しかも不況回復の見通しもたたない状況深刻になり，

計画が 6年度予算に組み入れられることになったが，のなかで開始された昭和6年度予算編成は初めからい

補充計画に関する要求額に対する査定に海軍省は承服っそうの編成難に直面した。不況に伴う歳入減少は5

査会を組織することを決定した。歳入欠陥に対応する事業公債約筑ゆ万円，合計6，400万円により一般会計せず，結局政治折衝に持ち込まれてようやく妥協をみ年度以上になるだろうし，昭和4年度決算剰余金は皆

財源を捻出することが非常に困難になり，いまやどうの収入不足が補われねばならなかったo また6年度にた。軍部予算の査定が事務当局聞の折衝で解決されず，無で全く期待できなし、。民政党政府は依然として非募

しても既定経費の節減よりほかに方法がなし、。そこで

さらに最も難問で行財政組織の根本的改革を断行し，

19 

おける新規発行公債が満州事変公債7，7∞余万円を含

めて一般会計だけで1億 2，(削余万円，一般，特別両

政治折衝に持ち込まれるとし、う傾向はこの時以降ます

ます大きくなるが，それは予算膨脹の大きな要因とな

18 

債，公債減少方針で臨んでいるので，公債に依存する

ことはできなし、。そこで編成の方針は新規事業を認め
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此~'1丘不Ji1協 3，000万fJJをた。よってλ脳省は)誕なくなり ，結JUJ財政整理による節減額は 7，500余)jIIJれいても軍部の強硬な反対があり ，原案は修正緩和をつけようというある官吏の減俸，軍制改革にまで

、j
t
H
H
H
 

}
 

;iJi 公む~， ~災苦後公的およびJ円税 4 ， 000 万円， tぷ主れた成山こ縮まった。こうして最終的に|副議で決定ることになったOのがその目的であったc 6年 4月に設けられた準備委

場1公位 6，500万円でまかなうことを決定した。6年度予算に比べてわずか概算は14億 7，900余万円7年度予算の編成に際し他方財政整理については，員会でまず行財政整理の準備調査が行なわれ，その整

ばなこうして 7年度予算は体子公mと別税によないことになっTこ。900万円しか緊縮でて経費をいかに節減するかを当面の目的にして検討が理案は臨時行政財政審議会に持ち込まれて審議に付さ

て克服を成11Iの節約によた。赤字ぬことにちこれにより ，前から大蔵省ではたとえ行財政整型に行なわれた。大蔵省は最初から行財政整理により約 1れた。行政整理については，官吏の減俸，省局諜の廃

てしづまゆ財政はここに会行なおうとした井とうてい政計より 1億円の財源を捻出したとしても ，億円の財源を捻出する方針をたて ，準備委員会は大蔵今，恩、給法の改正が取り上げられたO 井上蔵相は行政

注 |河田烈自叙伝 pp.62"'_'63 

注2河田烈自叙伝によれば，手守派議員に対する突行予算1況

閉会の会合の途111，大政省側は蔵相官邸に引きょげ，会l訟

の経過を新聞記者に報特し， その折政JHの実行予知:に闘

する見解を説明した。政友会もその主張を会合終了後発

表したが，政府側の発表のほうが早く，翌朝の新聞には

政府の主張のみが新聞に報道されたのて¥政JH.sWは機先

を制した形になったとし、う。

注3 美濃部述吉「実行予算と議会の権限J( II{~和 4 :f.jë UJ]

発行法学協会雑誌所載〉

注 4 蝋山政道著「日本政治!IY;向論JP. 236 

注5この節の数字は，背木得三編「月二上部之助伝」の叙述

による。

注6背木得三編「井上準之島)J{ムJP. 771 

まったのである。収入の均衡は期待できず，9，000万円以上の不足が生省と協力して前年度予算をさらに緊縮した。そ して新整理の徹底を期するため，大幅な整理案を主張したがメ

じることが予想きれていた。この財源不足を何によっ規要求を含まない新年度概算額13億 3，200余万円を決どの事項についても各方面から反対が起こり，結局所

て補填するかが大きな問題として残されていたのであ定した。 10月 1日になってようやく大蔵省はこの概算期の整理は実行できないことになった。その経過を簡

る。事務当局としてはもはや公債または増税によらなその際， l'若し巳むを得ず新額を各省に内示したが，単にふれておこう。

ければこの補墳はできないと考えざるをえなかった。

しかし，井上蔵相の考えは竪く ，

け，あくまで行財政整理で打開策をたてるよう命じた。

日jの具申をしりぞ

規要求を為す場合には自省、の節約額を一層増加 して財

y算総額は大蔵省案の範囲に止めら源を自ら調達し，

まず官吏の減俸は井上蔵相のかねてからの発案であ

った。昭和4年秋大蔵事務当局に減俸案の作成を命じ，

れたし」との文書を付 して強硬な態度を表明 した。閣これが発表主計局は直ちに具体案を作った。しかし，

蔵相としては井上財政の基調をくずすような措置はど議もまた財政整理委員会の提出した総額 1億 2，000万されるや，世間の非難は予想以上に強く ，特に司法省 ・

うしても避けたかったに違いなし、。ところが歳出を抑
これを閣円，純額 1億円に上る財政整理案を了解し，鉄道省の反対は激しく燃え上がった。そのため浜口内

えきれないことが判明 し，蔵相もその方針を変えざる議決定したO 大蔵原案はこの閣議決定で上からも裏打6年に至っ閣はいったんこれを撤回したのであるが，

をえなくなった。 11月に至り蔵相はついに増税案の作これを基礎に各省との予ちされた形となったわけで，て再び行政整理準備委員会に前IEJより軽度の減俸案が

)式を命じた。 同時に蔵入補唄公債の発行にもふみきっ算折衝が始められたO ところがそれでも各省の要求は提出された。このl時!もやは り各省官吏に異常な反響を

自信i!!;iiiiiiiii!??jijjliiijjii昔話iiiiiiim155 
::::i腎i!?!問ijjj;!;!!??iii::ii!iiiiiiiiF!?きii
::iJij瞬間!場72i132jFiji!雨間
!?;ii伊藤単語:jl町隔離!?fdi高額七
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ロンドン軍縮会議と減税

'~: J'_の m1!t~を IÏ七品することを け的としたが，そJしとと

第 4節

とう てい原案のわく内におさえることはでピ

8てう

1孟烈で，及ぼした。 ついには鉄道職員の一斉辞表提出とい う事

態にまで発展したO そこで

らに原案を緩和

し，月給 100門以上減俸，

減俸率履l'司2割，最低 3分

という線で各省の了解を得

政府は

るかとし、う )，'/，もにそれによ り同氏を どの程度-節約で
ロンドン軍縮会議

た。この減俸が 6Jl1日か

で，大きな Jl~・政的課題を決起すべき使命をもつも σ大IUO年のワシントン会議で五大海車|玉!の間に戦舵れたことは前述の‘実施

あった。浜LlI人Jl1{.j は飢|件jl(~(後犯ぶした l 'λ政綱にも，114:は対米民 6別にあたる舵こ関する協Jiが成立 し，とおりである。

|軍縮の促進Jを船げて:おり，それは財政政治 ともrY;j船を保有することになっていた。その後それに代わる省局諜の廃イTも，最初jの

えgすむ喰要課題て・あ ったこo 係 111大JI1{.j ~i 1川市全権と

その/伝説Jを仰に。 バ I '.II~長相一!の);-t剥礼次郎を併せんし ，

たので，II~和 2 年V

長り H英米 3凶の間に第 21ロ!の海軍軍縮会議が開かれ

補助艦艇建造の競争が激しくな整理案は拓務省の内問への

吸収，畏林 ・商.[省の合併3

もとで緊縮政策を進めつゥあったλj先行はこの会議に乙の令議は英米間の意見の衝突のため妥たo しかし，
樺太庁特別会計の廃止等大

大きな期待をかけ，オ~:f)Ji/í~.f自:の{史命述j点にすで Ifli(ドjに協

))することになった。そしてみ:行から随八として賀屋

結に主らず，昭和5年 1)=Jに至って，新たにアメリカ

大統領に就任したフ ーグァ ーとイギリス労働党内閣の

これ

も各方面からの反対にあ

I~日なものであったが，

ロンドン駐在の出品財務官も主計局事務'ιを派泣い鳥山班マクドナルドとの聞に協議が成立し，イギリスが
い，結局拓務省のj指止だけ

せた。全権問の陣特は全権としてs槻首

j市のもと に財部海相 ・松平駐英 ・永井駐仏両大使が選

これに参加1招請固となって再びロンドン会議が開催されること に

なった。

がi決められた(これも犬養内

めにな閣になってカhらとり

まれ，顧問として安保海軍大将以下海軍随員 6人，位

21 

この会議は海軍の半備をいかに制限するかという草

20 

っている〉。恩給法改正につ



第 5期 恐慌からの脱出と大蔵省

軍随員 1人，内閣 1人，外務 3人，大蔵2人という構

成であったO

この会議に臨むにあたり，海軍側は巡洋舵対米 7割，

潜水舵78，000トン保有を強く主張した。政府は対米7

割に基づいた「三原則」を訓令したが，主張どお りに

7割をあくまで確保するとは公言 しなかったO 大蔵省

の賀屋随員の考えは，海軍側の対米 7割主張を取り入

れても ，日英米に仏を加えて各国とも保有水準を低く

するiJih定を結べば，日本の軍備規棋を縮小できるとい

う考えを持ち，途中の船中でその提案をしたが，海半

fJlJJの受け入れると乙 ろとはならなかった。

会議で‘の主要なおj立は 日米間にあった。 し、くたびか

決裂に瀕したほど会議は難行 やしたが，結局大型巡洋服

刈米 6割，l!(f巡洋Alt・駆逐蹴 7;訓，潜4く艇がj米同量の

5~ ， 700 ト ンで r1 )j(:間に妥協案が成立したO この条約は

1936年ま での暫定的の もので，それ以降の各国保有水

準.は次回の会議で検討されるというものであった。若

槻全権か ら請訓電報を受け取ると ，海軍側はこの妥協

案に強 く以来lし，以 11内|品!と海頃単令;'iliとの折衝は難

航した。 しかし料品閣議は満場・致妥協案を訴訟 し，

条約締結の訓|令が発せ られたO

と三ろがその直後，兵力量の決定は統帥事項である

か ら ， 海~平令 ì1líの|司定、せぬ回訓を発した指置は|統

~1 1 !J権干犯」である と海i'j[側に非難が上り ， ここに統帥

権問題が起 こった。お りか

らu円かれた第58議会でもこ

の問題は大きな論議をよん

だ。 こういう情勢の中で，

u併 n5年10月1日ょうやく

枢徳院の承認を得てロン ド

ン条約批准の運びと なっ た

が，ロンドン条約をめぐる

統自111権問題は右翼と軍部の

勢力とが結合し，超国家主

義運動が政界の表面に現わ

れ， やがては財政の健全化

を守ろうとする大蔵大臣に

対する テロ にも発展するきっかけとなったので、ある。

2 軍縮による減税

浜口内閣が ロンドン軍縮条約を積極的に締結した主

要な理由は，これによって海軍の留保財源が浮くこと

を期待 し，その財源を国民負担の軽減に充当させる こ

とであったO

ところが瓶軍側はこのロン ドン条約に基づく兵力量

の欠陥を，条約に ~tFされた範凶内で軍備の充実を図る

のはもちろん，制限外股船3 航空機の充実，あるいは条

約に焼定されない軍事施設の拡充等を図 りたい，こう

した補允計画に南保財源をあてねばならぬから，大蔵

省、の要求する減税財源に多くを割くことはできないと

いう考えであった。と りわけロ ンドン条約で海軍側の

主張が十分通されなかった不満は補充計画に反映し，

大規技な補充計画を作製して井上蔵相に迫った。そこ

で6年度以降11年度までの建舵留保財源 5億 0，800

万円を補充三li出lと減税財源にどう 配分するかが問題と

なったO

6年度予算の編成に際し及、:i呆海相が請求 した補充

計画要求額は 5億 2，500余万円であったが，これに対

して大蔵省の査定額は 3億 2，500余万円，約2億円の

削減であった。こ の査定には海軍側はもちろん不服で

あり，大蔵 ・海軍両省の聞で約 1カ月間折衝が行なわ

ロンドン軍縮条約による減税の報道

22 

れた。その結果:6年一11月 9Hに至り両者の協議が)J足立

し，留保財源の うち 3低7，400万円を補充計jlLijに，残飯

1億 3，400余万円を減税にふり向けるo ただし， 補充

計画はこれでは不十分であるから，兵力{，t不足につい

ては昭和11年度以降に実現することにし， J[~ 政~!回 iプ.

に財源を留保すべしという条件付で話がまとま った。

そこでT直ちに井J'.蔵相は主税局長に減税案の刊ー)J見を

命じた。主税局で‘はかねて科‘々なる場合をn!定して減

税計画を練っていたので，円ならず して減税案がまと

められた。 減税の稀自は地fl七 営業収疏税，織物消'l-Y:

税，砂糖消費税の 4税稀・に|恨ることとし，減税方法，

減税率等については，最終的に12月151lの|別議で大要

次のように決定された。

~N. 

j也租げ)平年度

(吟 6年度

営 業収)平年度
収益税

(ゆ 6年度

織物収)平年度
消費税

(吟 6年度

砂糖仔)平年度
消費税

減税計画

事t 社主 (単減位税千額円〉

課税掠準を地価から貨 10.810 

貸価格に変え 4.5%か

ら3.8%に引き下げる

賃貸価格の 4% 6.700 

現行率より 0.2%引き 4. 370 

下げる

個人 2.6%(純益千円

以下2.2%)

法人 3.4%

個人 2.8%(純益千円

以下 2.5%) 1.210 

税率を193ぎから 9%に

下げる 4. 130 

免税範囲を下級織物に

広げる

施行期日を 6年12月 1 910 

日とする

各種を通じて税率を引 6.050 

き下げる。特に下級糖

前 1'i;'i: 令解禁と!緊縮財政

ζ 'I~ かIx~'lIJ iI' '{i:乞くすど3

(lt) (i 1r三)Q 肱行Jm11ず〆 711' 1 ) I 1 

11とすゐ

~ I() 

減税智~ (イ)平年)Q 25. :3bO 

什計 (υ)6イr度 9.100 

( 11¥所背水何三制 iJU:弥之助{ムJpp. (i:-3:"l"'-'6:lt1) 

この減税t，'H~1の 1 1 1 には • [¥; il=k '~'2 のイド'*ーのヤ阪である

j也杵iの課税収I~ ?~r \を j也Ir lli から('(i.'t flll i鼎に改めるという J山

手Il改正が合まれている。こ れ よりさざkiEI5イr.の税jj;IJ

幣理に|際し ，課税t'，~iV l をJ?代 Ir lli棉に改める ~' I ー刊のもと

に.1:1山n:nflfli格調子で訟が('1:r:-).{ l， λ日記/(Iでは令:llil税

務機関を通じて附手n2イドイくまで十こー1.j也11貸frlli村?のifh村正

を戸了していた。この~~税t7!1V~ のL.~;~ J によると ，市初

宅地の地平Il負111.はかなりすnくなるため， ~i 1-(鮒iによる減

税を行な っても ，その負担lの:fl，¥日:i.は少し料くなるにす

ゃなし、ことになる。:11:I -. J~制:19はこの)\'，(

改正をよ己介わせることを考えたが，事務内向はj也羽i改

正 と滅税を同時にソミ行することを主張し，結局事務吋

日J案をffi認して，第59議会に提附したO 議会では減税

額が少ないこと ，とりわけ都市生前者の負jElが ïT~く ち

る点を野党政友会が攻曜し，この減税案の議会通過は

きわめて難航することになった。

また営業収提税については，原案では一本院減方式

をと り，ただ純益 1，000円以下のア?に対しては 1001lJ

を控除した額を課税標準にしていた。 しかしこの本に

ならって府県営業税，特別地税にもこれに相当する減

税をなすときは，地方財政の大きな減収をきたすとの

理由で内務省から反対意見がHうされた。そこで交渉の

結果原案を修正して，税率を 2段|桝に分けることにな

ったものである。

第 5節金解禁の影響とその対策

1 . 金解禁と世界恐慌の影響

?兵口内閣が金解禁政策をとったのは，金木位1!;IJ度下
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の正常な経済状態を7去礎にしてiI木経済を IH:界経済の

水準に引き戻し，それによって財界の根本的建て直し

をする以外に，慢性的不況を打開 して新しい活路を見
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合わせて 4，150万円の失業対策が実施された。だがー金解禁の影響は，直接には金融，貿易面に現われた
t'1 
も

狂わせることになったのである。いだす途はないと考えたからであるO 金解禁に伴うデ

般会計の道路事業における救済対象としては，園勢調これに伴って産業界ははなはだしい沈滞を余儀なが，
こうした情勢のもとで金解禁の影響がまず第一に現プレーション政策によって経済界に一時的な混乱は生

査に基づく失業者数32万人から帰農者を除いて要救済くされた。その結果，生産制限が強化され，主要産業正正貨の流出であった。解禁の結果，われたのは，ずるけれども，その過程で日本経済の国際的競争力が

しかもこれらの人々が失業者数を 11万9千余人とし，の操短は 4割ないし 5割に及んだ。事業会社の解散し貨の流出はある程度やむをえないところとされていたまた為替相場が安定することによって，新た強まり，

1年の 3分の2就労した場合の延べ人員 2，868万人のたもの，減資したものは多数に上り，株価の低落もまが，その額は予想以上の巨額となった。これはアメリな経済的発展が期待されていた。いよいよ金輸出解禁

この約2分の 1，延べ 1，371万に限定したのだから，たはなはだしかった。こうして日本経済全体が停滞にカのナショナル・シチー・バンクをはじめ内外の銀行の実施にふみきるにあたって，最も心配された資金お

対策の効果は十分で、はなかったo陥り，商取引の減少，生産の減少，事業会社の経営難，が盛んに正貨を持ち出したからである。流出高は 5年よび正貨の流出についても，井上蔵相は十分な確信を

農業恐慌対策では，米価および糸仰の維持が当耐の失業者の増加等を結果したが，特に農村への影響は深1月以降6月末までに2億3，0∞万円に及び，なおそもっていたO すなわち，

米価の調節は米穀需給調節特別会計問題であった。刻であった。不況により生糸貿易は不振に陥り，糸価の後もしだし、に累増して 6年には4億 1，α)()万円，計日本の金「外国の金利は数年来比較的高いのに，

(大正12年設置〉による政府の米の買入れを通じて行なの崩落はまた養蚕農家に非常な打撃を与えた。米の大7億円をこえたので、ある。これに伴って日銀の正貨準利は昭和3年以来異常に安いのであるから金解禁が

われていたが，昭和年代にはいって米価の低落が続い豊作はかえって米価の崩落をまねき，農村の窮乏をい5年中に備は急減し，解禁当時の10億7，300万円が，出来て為替相場が安定したならば日本の資金が外国

たため，政府は米価維持のため米の買入れを増加せざっそう促進することになった。6年末までに 6億4，300万円も減少した。約2億円，に流出するであろう。その結果我国の金利が高くな

るを得なくなったoこの結果，米般会計の赤字は増大し，日銀券発行正貨の流出は当然通貨の収縮をもたらし，り，株券が下り，公債も社債も下って，我国の経済

本会計の借入金および米穀証券発行最高限度は制定当
不況対策2 6年には高は 5年中に年末を除くと約2億円を減じ，界に非常な打撃を与えるであろうと云うことが，世

初2億円と規定されていたものが，昭和4年には2億このようにして金解禁後の財界不況は，当初の予想、いってさらに減少をたどった。信用の縮小，金融の逼人一般の心配になったところであるが， 10月末から

7，∞o万円に拡張され，井上財政下でも， 6年にはいりを越えて進行し，事業の不振，倒産，失業の増加，農迫は深刻化した。英米共に金利は段々に低落して11月10日になると日

これをさらに 3億5，∞o万円に広げた。米価を維持す村の窮乏，中小企業の困窮等の社会問題を起こす事態このような正貨の流出，通貨の収縮はさらに物価の本の金利が外国の金利より寧ろ高い左云う事情にな

るためには米穀証券の思いきった発行による米の買入に発展した。そこで大蔵省は，一方において金本位制下落をもたらす。為替相場の急速な回復と不況とが重ったから，その虞は更になくなった。J

れが必要であったが，米穀証券の累積は緊縮政策をく経済の維持に努めるとともに，他方においてはこれら
5
W
饗品
f
p

なって，物価水準は昭和5年には対前年比17%，同 6「世人は金解禁が出来たならば，正貨が急激に巨額

ずすことになるため，大蔵省は拡張を極力抑えた。当時打撃を受けた分野に対しでもそれぞれ対策をたてねば年には15%の下落となった。ことに当時日本の重要商に積出され，その結果は経済界に非常な打撃を与え

6年末ごろには 1億5，ぽ)()万円と推定されていた米般ならなかった。財政面からの不況対策のおもなものは，品であった生糸の下落はアメリカの恐慌の影響を受けると去って心配しているが，政府は自己の手許に 3

会計の赤字を一般会計で負担し，米般会計の負担を軽救済のための財政資金の支出，大蔵省預金部資金の融1年間に47%の下落であったO さらに解禁て激しく，億円，尚クレジットによって借り得る金が 1億円，

減するという案が議会で問題になったが，結局米穀法

の改正により米穀の輸出入を許可制として外米の内地

米への圧迫を防ぐこと，政府が買入れまたは売渡しを

通であるが，緊縮政策を堅持する立場にある大蔵省と

これらの資金をもってする直接的政策は緊縮しては，

これだけ園内物価

が下落しでもなお，国際的には日本商品は依然割高で

政策に深刻な影響を与えたことは，この在

外資金を為替資金として利用すれば，日本の経済界

に急激な変化を与えるようなことをせずとも必ず済

合計4億円の金を持ってい，るのであるから，

政策のわく内に限定せざるをえなし、。特に租税収入のあったとしづ事実であるo 世界恐慌による世界物価の

また買入する最低・最高価格を決めることを規定し，減少，非募債方針という状況下では，財政力の余裕は下落のため，もともと割高であった日本の物価が下務む。J1 ) 

代価として交付発行する米穀証券の借替えのために，少なかった。やむをえず公債・借入金財源をもって失しでも，なお国際的低水準には至らなかったからであという見通しにたっていたので、ある。

政府による借入れおよび 1年以内の米穀証券を発行で業救済，農村対策にのり出したが，それでも資金は不る。この確信の背景には，世界各国が金本位制のもとで

きるような暫定措置がとられたにすぎなし、。糸価につ足がちで，その効果は限定的であった。このことは為替相場の回復によって輸出の増進を図経済発展を続けるとL、う見通しがあったに違いない。

いては，田中内閣の時に糸価安定融資補償法が制定さ浜口内閣は組閣早々に金解禁に伴う不況を予想してろうとした当初の見込みを全く狂わせてしまった。日

5年には対前年比30%減，

日本が金解禁にふみきったとき，世界経済はしカミし，

5年3月にはし、ると糸価の惨落をきたし，れていたが，ここで失業救済，労働組合社会政策審議会を設置し6 本の輸出入額は減退し，すでに不況局面に突入していた。昭和4年10月にはユ

浜口内閣はついに同法を適用することにしたo そして法，小作問題，船員保険法等の問題を検討したが，大年には21%の減少となった。このような貿易の減退は，ューヨ{クの株式市場は大暴落し，それを契機にした

生糸業者に融資した銀行の損失を補償するため，昭和蔵省は非募債政策を強行しなければならなかったから，世界的不況に加えて，銀相場の下落による中国およびアメリカの恐慌は次々に欧州諸国にも波及しつつあっ

6年度には受付公債 2，461万円の発行が計画された。

租税，公債等一般財源、をもって行なう対策が緊縮政

策により大きく制約されていたため，不況対策は預金

審議の成果を具体的に予算化することができなかつ

た。ょうやく昭和6年度予算において非募債の建前を

アメリカの不況，イギリスの

金本位停止等によるものであった。そしてこういう貿

インドの購買力の減少，た。「不景気というものは，決してそう長く続くもので

はないJとの井土蔵相の判断にもかかわらず，この世

界的不況は金解禁政策に深刻な影響を及ぼしこの政

部資金に依存することになった。金融恐慌以来銀行へ
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緩和して失業公債3，6∞万円〈道路公債および失業教済

事業公債〉を発行し，それに地方団体負担分550万円を

易の不振に伴い，貿易外収入も悪く，国際収支は全く

悪化した。
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策が日本経済の不景気を打開するとし、う期待を大きく
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の不信が高まって国民の貯金は預金部に集まり，その

資金量は急増したので，預金部資金は財政政策を進め

るうえで新たな資金源となった。大蔵省は金解禁の準

備期にはこの資金を在外正貨補充やクレジット設定援

助に利用したが，解禁後はこれを大量に救済融資に活

用したので、ある O こうして昭和4年から 6年にかけて

の3牛問は預金部にとってきわめて多忙な年となったO

この 3年間に預金部から融資された資金は地方資金が

非常に多く，融通件数は内外地合わせて48件，融資額

は3年間に約7億 4，似)()万円となった。地方資金の融

資の重点は失業対策関係資金，農村対策関係資金，中

小商工業資金，地方財政の救済補強資金におかれ，預

金部資金は不況対策の中心的役割を果たすことになっ

たので‘あるo

3 解禁下の金融行政

一方，金解禁の影響により金融は梗塞して，事業会

社の不振，倒産，株価の低落，銀行の営業悪化等，財界

不況をまねいたが，大蔵省は金融面でも各種の行政的

措置を講じ，この金融梗塞を緩和することに努めたo

その一つは郵便貯金の利子引下げであるO 金融界で

は貸出抑制が変態的金融恐慌を生み，一般金利が低下

したため，政府に郵便貯金の利下げを要求していた。

一般的には金本位擁護のために高金利政策がとられて

いたが，大蔵省は，郵便貯金の利下げ、は預金部にとっ

ても資金コストの低下となり，自然貸出金利を引き下

げる余地を生ぜ、しめるとし、う見地から利下げ、を決定し

たo そして 5年10月から郵貯利子を 6厘方引き下げ，

これに伴って預金部資金貸付利子の引下げも行なっ

た。これにより預金部の低利融通の積極化が図られた

のである。

さらに財界不況の打開策として緊急な問題は，事業

会社の金融難に対する対策であった。財界不況により

見通し困難なときに市中銀行が積極的に融通にのり出

すことは至難であるが，不況打開のためにはどうして

も金融疎通を図らねばならなし、。そこで政府はなんら

かの行政的措置を講ずる必要に迫られた。しかし，国

.. 

家資金の投入は緊縮政策をくずすことになるので，そ

の対策は興業銀行の機能を活用し，あるいは金融界に

働きかけて政府の政策に協調するよう誘導するという

間接的な行政指導に意点がおかれた。井上蔵相は特殊

銀行たる興銀に対し，国家代行機関として事業会社救

済に積極的にのり出すことを期待し，興銀が多大の危

険を胃して積概的行動に出ることに反対の意向を示し

た鈴木総裁を更迭して結城豊太郎を任命した。これに

よって興銀は政府の政策に協力して，救済融資に積械

的な活動を開始した。事業界の危機と目された 5年末

の金融対策には興銀の事業融資機能が全面的に発揮さ

れ，大蔵省は興銀に対して興業債券発行限度を拡張す

ることを認めて，その融資能力を強化した。興銀はそ

の後も引き続き，預金部の融資，利子補給等政府から

のパックをもって事業金融に進同し，金融行政の一翼

をになうことになった。

これと同時に，金融業者に対して産業金融に協力す

るよう呼びかけた。当時事業会社は金融難に悩む一方，

金融界では多くの預金をかかえながら，優良な貸出先

を見いだすことができず運用難に当面する状態であっ

たから，事業会社と金融界との資金の流通を図ること

が財界不況の打開策として最も必要とされた。そこで

政府は 5年 6月，日銀に東西シンジケート銀行を招き，

その席上，井上蔵相は「事業会社に対する現在の債権た

ると新規貸出たるを問わず，産業合理局の専門家に調

査せしめ，その結果によって金融業者は積極的に援助

して貰いたい。又銀行家としては進んで事業会社の整

理並びに合理化を誘導し，その目的を達成せしめて欲

しい」と要請した。この要請に答えて銀行家側は有力

金融機関が共同して被融通会社の経営を積極的に指導

しその合理化を促進する目的をもって融資連盟を結

成した。またこの融資連盟結成を期として，資金融通

の申込みのあった事業会社の内容調査を行なうととも

に融通を受けた事業会社に対しても調査監督を行なう

ため，各種の金融業者を網羅した共同調査機関ともい

うべき産業調査協会が設立された。また生命保険会社

も井上蔵相の斡旋によって，株式崩落の食い止めを目
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E 

的とする生保証券株式会社を設立し， 32社がこれに賛

成し参加したO

このようにして事業資金の供給を図るための対策は，

政府が金融機関の自治的協調を促し，これを契機とし

て財界みずからが連盟融資や産業調査協会の活動を通

じて資金の融通にのり出すという経路がとられたので、

ある。この連盟融資においては，融資銀行が各事業会

社に対してその経営内容に関与することが条件になっ

ており，金融機関がこの融資を通じて企業の合理化を

促進する役割を果たすことになった。浜口内閣は産業

合理局を設置して産業の合理化政策を進めていたので‘

あるが，金融機関の自治的協調による融資はこの合理

化政策を金融面から促進する意味をもっていた。

資金の供給を図る立法的措置としては，不動産抵当

証券法(昭和6年法律第四号〉の制定があげられる。不動

第1章金解禁と緊縮財政

席抵当債権の資金化はこれまでにも強い要望がtHされ.

しばしば問題とされたが，具体的対策が実現しなかっ

たものである。財界不況の結果として全国の銀行の営

業が不振に陥ったが，なかでも地方銀行は農村不況の

影響で窮迫著しく，休業が相次いだ。従来地方銀行にお

いては不動産融資がきわめて多く，その弊害は早くか

ら指摘されていたが，不況の深刻化により不動産貸付

けの国定化が地方銀行にとって大きな重圧となったo

そこで抵当権の証券化により，地方銀行を救済すると

ともに，将来の不動産金融を発展させる措置として，

井上蔵相は多年の懸案であった抵当証券法並びにそれ

に伴う不動産銀行の業法改正を金融制度調査会に提案

した。この法案は第59議会で成立し，大蔵省は昭和6

年8月からこれを施行した。

注 1r井上準之助演説集JC金解禁前後の経済事情に就て)
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